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平素より「早期償還⽬標⽔準設定型ファンド スマート・ブレイン2020-03」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申
し上げます。
本資料では、マン・グループおよびゴールドマン・サックス証券株式会社からの情報を基に、⾜元の市場環境および今後の⾒
通し等についてご報告申し上げます。

2022年4⽉20⽇

クォンティック・トラストー
早期償還⽬標⽔準設定型ファンド スマート・ブレイン2020-03

※ 上記は過去の実績であり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ ファンド換⾦時には費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは9-10ページをご覧ください。

（注）1⼝当たり純資産価格はファンドに係る報酬・費⽤等控除後です。
（出所）SMBC⽇興ルクセンブルク銀⾏、ゴールドマン・サックス証券株式会社のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

設定来のパフォーマンス
 設定後、当ファンドはほぼ横ばいで推移していましたが、2021年1⽉以降⽶国やオーストラリアの中央銀⾏による利上げ観

測が⼀部に浮上したことなどを受けて下落しました。

 その後、回復する局⾯もあったものの、2021年11⽉後半以降インフレの⾼⽌まりを受けてFRB（⽶連邦準備制度理事会）
が⾦融政策の正常化⽅針を打ち出し、⽶国⾦利が上昇傾向で推移したことを背景に軟調に推移しました。

設定来のパフォーマンスについて

＜1⼝当たり純資産価格の推移および騰落率（⽶ドルベース）＞
2020年3⽉31⽇（設定⽇）〜2022年3⽉31⽇

＜当ファンドのコンセプト＞
 運⽤開始から約10年後の満期償還時に⽶ドル建て元本の確保を⽬指しつつ、プラスアルファの収益獲得を⽬指します。
 運⽤開始⽇から３年が経過した⽇の翌⽇（2023年4⽉1⽇）以降、投資先債券の価格がターゲット⽔準＊以上となっ

たことによりファンドの償還価格が⽶ドル建て投資元本の120％（早期償還⽬標⽔準）以上となることが期待される場合、
投資先債券を売却することで早期償還を⽬指します。

＊くわしくは6ページをご覧ください。

6ヵ⽉ 1年 設定来
現地基準⽇ 2021/9/30 2021/3/31 2020/3/31
騰落率 -7.3% -5.2% -10.6%

85

90

95

100

105

20/3 20/7 20/11 21/3 21/7 21/11 22/3

（⽶ドル）

（年/⽉）



受益者様⽤資料

2/11
※最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。

（ご参考）当ファンドのしくみ

当ファンドが投資する債券は、安定運⽤部分と積極運⽤部分で構成されています。
安定運⽤部分（元本を守るための運⽤）
運⽤開始から約10年後の満期償還時に⽶ドル建て投資元本の100％の確保を⽬指します。
積極運⽤部分（利益を獲得するための運⽤）
AI（⼈⼯知能）を駆使した運⽤戦略を活⽤し、運⽤資産の成⻑を⽬指します。

※上記はイメージ図であり、実際とは異なる場合があります。
※ファンドの満期⽇に満期時⽬標償還⽔準（⽶ドル建て投資元本の100%）確保を⽬指しますが、満期時⽬標償還⽔準での償還が保証されてい

るわけではありません。
※投資先債券は、説明の便宜上、安定運⽤部分と積極運⽤部分に分けておりますが、別々の債券として独⽴して存在するわけではありません。
※ファンドの受益証券の期中における1⼝当たり純資産価格は市場動向により変動し、⽶ドル建て投資元本を下回ることがあります。従って途中換⾦の

場合、満期時⽬標償還⽔準を達成することができないことがあり、換⾦価格はファンドの⽶ドル建て投資元本を下回る場合があります。また、運⽤の
結果として収益がゼロになることもあります。

※ 上記は過去の実績であり、運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

債券価格 安定運⽤部分 積極運⽤部分

-10.27% -8.24% -2.03%

＜投資先債券の価格における騰落率＞
2020年3⽉31⽇（設定⽇）〜2022年3⽉31⽇

（注）投資先債券の騰落率は当ファンドの騰落率ではありません。また、騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
（出所）ゴールドマン・サックス証券株式会社のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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1⼝当たり純資産価格（左軸）

（ご参考）⽶国⻑期⾦利（右軸）

投資先債券の安定運⽤部分について

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ファンド換⾦時には費⽤・税⾦などがかかる場合があります。くわしくは9-10ページをご覧ください。

（注）⽶国⻑期⾦利は⽶国10年国債利回り。
（出所）SMBC⽇興ルクセンブルク銀⾏、ゴールドマン・サックス証券株式会社、Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

 当ファンドの⾜元の下落は、⽶国⾦利上昇による投資先債券価格の下落、特に安定運⽤部分のマイナス寄与が主な要因
となっています。

 安定運⽤部分は、「通貨スワップ取引」の締結および裏付け資産として保有する「⽇本国債」への投資を通じて組成されてお
り、主な価格変動要因は以下の通りです。

＜当ファンドと⽶国⻑期⾦利の推移＞
2020年3⽉31⽇（設定⽇）〜2022年3⽉31⽇

（ご参考）通貨スワップ取引について

 通貨スワップ取引とは、異なる通貨間の⾦利と元本を交換する（スワップする）取引のことを意味します。

 当ファンドの安定運⽤部分では、ファンドの基準通貨（⽶ドル）と円を交換する通貨スワップ取引を⽤います。

安定運⽤部分の主な変動要因

1．⽶国⾦利の変動

2．円と⽶ドルの需給

3．信⽤リスク（⽇本国債、通貨スワップの取引相⼿）

＊GSIはゴールドマン・サックス・インターナショナル。

＊
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投資先債券の積極運⽤部分について①

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
（出所）ゴールドマン・サックス証券株式会社のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

 積極運⽤部分は、コールオプション取引を通じて、参照戦略の収益状況に基づき、超過収益の獲得を⽬指します。

 超過収益は、基本的に参照戦略にかかる、運⽤開始基準⽇から判定基準⽇までの収益率に連動する⽔準に決定します。
収益率がゼロまたはマイナスの場合、超過収益がゼロになります。

＜参照戦略の構築イメージ＞
 参照戦略は、諸費⽤を控除した「AHLマクロ戦略」のリターンに対し、ボラティリティ・コントロールおよびモメンタム・リスク・コント

ロールを実施して構築します。

＊1 ボラティリティが⽬標⽔準になるよう、⽇次で現⾦等の配分⽐率を機械的に調整します。過去のパフォーマンスをもとに価格変動リスクを⽇々計測し、
⽬標⽔準に応じて現⾦等の⽐率を増減させることで、ボラティリティの安定化を⽬指します。

＊2 直近のパフォーマンスを基に、⽇次で現⾦等の配分⽐率を機械的に調整します。直近のパフォーマンスに応じて現⾦等の⽐率を増減させることで、
パフォーマンスの安定化を⽬指します。

＊3 参照戦略の収益率を計算する際、年率0.50%の控除率が控除されます。

（ご参考）AHLマクロ戦略のパフォーマンス推移
2020年3⽉31⽇〜2022年3⽉31⽇

※AHLマクロ戦略のパフォーマンスは諸費⽤控除前、またボラティリティ・コントロールやモメンタム・リスク・コントロールの実施前のデータであり、
参照戦略のパフォーマンスではありません。

 英国マン・グループのAHLが提供する「AHLマクロ戦略」は、ヒトの多⾓的な視点とAIなどの最新テクノロジーを融合した戦略です。
※AHLマクロ戦略の詳細は5ページをご参照ください。

 当ファンドの設定後、「AHLマクロ戦略」は横ばいから上昇傾向で推移しました。しかし、2021年8⽉以降、新型コロナウイルスの
感染拡⼤、世界的な物価上昇懸念の⾼まりと主要中央銀⾏の⾦融政策スタンスの変化、ロシアによるウクライナ侵攻などのイベ
ント発⽣が⾦融市場全体の値動きを主導する展開となったことから、当該戦略が投資対象としている個々の資産の値動きの同
調性が⾼まりました。そのため、⾦融市場におけるさまざまな「アノマリー＊4」からの収益の獲得を狙った当戦略の採⽤モデルを通じ
たトレーディングが全般的に機能しにくい環境となり、パフォーマンスが低迷する結果となりました。

＊4 法則や理論から合理的な説明ができない現象。

※2020年3⽉31⽇を100として指数化。
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投資先債券の積極運⽤部分について②AHLマクロ戦略

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
（出所）マン・グループおよびゴールドマン・サックス証券株式会社のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

 積極運⽤部分に採⽤している「AHLマクロ戦略」は投資判断に⼈間の⾏動バイアスがもたらす市場の⾮効率性を投資機会
とする3つのモデルを活⽤します。

 2022年3⽉末現在、「AHLマクロ戦略」におけるモデル別投資配分⽐率は、カレンダーモデルが26.5%、リード・ラグモデルが
49.7%、ファンダメンタルモデルが23.6%となっています。
※ボラティリティ・コントロールや、モメンタム・リスク・コントロール（MRC）などを実施する前の投資配分⽐率です。参照戦略とは異なります。

1 カレンダーモデル ⼈間の⾏動が⼀定の頻度で繰り返されることで⽣まれる
マーケットの動きに着⽬しています。

ニューヨークとロンドンは
5時間の時差＊があります。

⽶国資産に投資している
欧州の投資家は、ニュー
ヨークとロンドンの両証券取
引所で取引が可能な時間
帯に為替ヘッジ取引を⾏う
傾向があります。

該当時間において繰り返さ
れる為替ヘッジ取引⾏動に
よって⽣じる通貨の動きの
パターンに着⽬し、取引を
⾏います。

＊サマータイムは考慮していません。

事例

2 リード・ラグモデル 資産クラスをまたいだ波及効果は、実際の市場価格に
反映されるまで時間を要することに着⽬しています。

防衛関連企業は原油の
主要消費者です。

防衛関連企業が購⼊し、
消費する原油量は原油価
格の変動に影響を与えます。

防衛関連企業の株価動向
を分析することで、原油価
格の動きを予想し、原油の
取引を⾏います。

事例

3 ファンダメンタルモデル ⼈間が活⽤できる範囲を超えた情報量や
実⽤化しにくいデータによって得られる投資機会に着⽬しています。

農作物の作付け時に、
収穫⾼・価格・コスト等に
関して過去のデータから
分析・予想を⾏います。

AI関連技術を活⽤して、
衛星写真の時系列変化を
分析し、農作物の⽣育状
況等を予測します。

農作物に関する統計が発
表される前に、収穫量等を
予測し、豊作の場合は先
物の売り持ち、不作の場合
は買い持ちとします。

事例
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ファンドの特⾊
1. ファンドは、シグナム・ミレニアⅡ・リミテッドが発⾏する債券 （投資先債券）への投資を通じて、実質的にファンドの満期⽇において⽶ドル建て

投資元本の100%（満期時⽬標償還⽔準）を確保することを⽬指す安定運⽤部分と、超過収益の獲得を⽬指す積極運⽤部分を組み合
わせて運⽤します。

＊シグナム・ミレニアⅡ・リミテッドは、ケイマン諸島において設⽴されている特別⽬的会社です。
　　• 特別⽬的会社は、債券の発⾏などの事業を営むことを⽬的とした会社であり、⼀般に資産の証券化や仕組債を発⾏する際に使⽤されます。
＊安定運⽤部分は、⽇本国債への投資および通貨スワップ取引の締結を通じて、ファンドの満期時⽬標償還⽔準確保を⽬指します。
＊積極運⽤部分は、コールオプション取引を通じて、参照戦略の収益状況に基づき、超過収益の獲得を⽬指します。
　　• 超過収益を構成する積極運⽤部分の収益は、ファンドの受益証券1⼝当たり（ファンドの発⾏価格×連動率×参照戦略の収益率）によっ
　　　て算出される値に相当します。
　　• 参照戦略の収益率は、運⽤開始基準⽇から判定基準⽇までの収益率を指します。
　　• 連動率は、100％を⽬指しますが、ファンド設定時の市場環境等によっては100％を下回る場合があります。
＊ 安定運⽤部分と積極運⽤部分および（上述）通貨スワップ取引とコールオプション取引は説明の便宜上分けておりますが、別々の債券
　　または取引として独⽴に存在するわけではありません。
＊⽶ドル建ての投資元本の確保を必ずしもお約束するものではありません。

2. ファンドは、信託期間約10年の単位型投資信託です。
●　信託期間は、2020年３⽉31⽇から2030年３⽉29⽇までとします。
　　※投資先債券の価格がターゲット⽔準に達した場合その他⼀定の事項が発⽣した場合、ファンドは早期償還されます。

3. ファンドは、運⽤開始⽇から３年が経過した⽇の翌⽇（2023年4⽉1⽇）以降、投資先債券の価格が下記の⽔準（ターゲット⽔準）
以上となったことによりファンドの償還価格が⽶ドル建て投資元本の120％（早期償還⽬標⽔準）以上となることが期待される場合、
投資先債券を売却することで早期償還を⽬指します。

＊投資先債券の元本に対する割合。投資先債券の価格はファンドの１⼝当たり純資産価格とは⼀致しません。
※投資先債券の価格がターゲット⽔準に達してから信託期間終了⽇（2030年３⽉29⽇）までの期間が短い場合、早期償還が⾏われない
　場合があります。
※ターゲット⽔準は投資先債券を売却することで早期償還を⽬指す⽔準であり、受益証券１⼝当たり純資産価格が⼀定の⽔準になることを
　⽰唆または保証するものではありません。
※早期償還が⾏われる場合においても、ターゲット⽔準が投資先債券の実際の売却価格となるわけではありません。投資先債券の実際の
　売却価格は、ターゲット⽔準を下回ることが予想されます。また、投資先債券の売却等を⾏う際の市場動向や費⽤負担等により、ファンドの
　実際の償還価格は、投資先債券の売却価格がターゲット⽔準であった場合におけるファンドの償還価格を下回る場合があります。
※投資先債券の価格がターゲット⽔準に達し、早期償還のために投資先債券が売却された場合、事前に提出されかつ効⼒が発⽣していない
　すべての換⾦（買戻し）請求は取り消されます。また、早期償還が決定した後、換⾦（買戻し）請求の受付は停⽌されます。
※換⾦（買戻し）⼿数料は、ファンドが早期償還される場合にもかかります。
※投資先債券の売却等が速やかに⾏えない場合があるため、投資先債券の価格がターゲット⽔準に達してから早期償還が⾏われるまで⽇数
　がかかる場合および早期償還が⾏われることなく満期償還となる場合があります。

4. 原則として収益の分配は⾏いません。

※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

当初3年
経過後の⽇程

2023年
４⽉１⽇から

2024年
３⽉31⽇の間

2024年
４⽉１⽇から

2025年
３⽉31⽇の間

2025年
４⽉１⽇から

2026年
３⽉31⽇の間

2026年
４⽉１⽇から

2027年
３⽉31⽇の間

2027年
４⽉１⽇から

2028年
３⽉31⽇の間

2028年
４⽉１⽇から

2029年
３⽉31⽇の間

2029年
４⽉１⽇から

2030年
３⽉26⽇の間

123.6% 123.4% 123.2%

ターゲット⽔準⼀覧（ファンドの償還価格が投資元本の120％以上となることが期待される場合）

投資先債券* 124.4% 124.2% 124.0% 123.8%
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投資リスク
 ファンドの受益証券1⼝当たり純資産価格は、ファンドに組み⼊れられている有価証券等の値動きおよび為替相場の変動等により上下します。

 また、ファンドの受益証券1⼝当たり純資産価格は、ファンドに組み⼊れられている有価証券等の発⾏者等の状況の変化等を受けて変動する
 ため、投資元本を割り込むことがあります。また、ファンドの１⼝当たり純資産価格は外貨建てで算出されるため、当該通貨建てでは投資元本

 を割り込んでいない場合でも、為替変動により、円貨でお受取りの際には、円換算ベースでは投資元本を割り込むことによる損失を被ることが
あります。  したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、受益証券1⼝当たり純資産価格の下落により、損失を被り、

 投資元本を割り込むことがあります。これらの運⽤および為替相場の変動による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。投資信託は預貯⾦
と異なります。
以下は、ファンドの主な投資リスクの要点だけを述べたものです。ファンドはその他のリスクに加え、投資先債券および参照戦略のそれぞれに関連

  するリスクを負います。これらのリスクを含む、ファンド、投資先債券および参照戦略の詳細が記載されている請求⽬論⾒書を参照し、専⾨家に
相談することを推奨します。

■ 価格変動リスク
ファンドは投資先債券に投資します。投資先債券は、参照戦略のパフォーマンスに連動します。安定運⽤部分の価値は市場⾦利の変動
等を受けて変動する場合があります。参照戦略は、参照ファンドへの想定上の投資を⾏うため、参照ファンド等の価格の変動により積極
運⽤部分の価値が変動する場合があります。このため、受益証券の価格も変動し、投資元本を割り込むことがあります。この結果、
ファンドの受益証券の価格が変動し、または価格が下落し損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

■ 為替変動リスク
 ファンドは外貨建て資産に投資していることから、外国為替相場の変動の影響を受けます。そのため、純資産価額が下落し損失を被り、

 投資元本を割り込むことがあります。また、ファンドの純資産価額の算定は⽶ドル建てにより⾏われるので、⽇本円により投資する場合
 には、外国為替相場の変動によっては換⾦時の円貨受取⾦額が円貨投資額を下回る場合があります。

■ 信⽤リスク
 信⽤リスクとは、有価証券等の発⾏者や取引先等の経営・財務状況が悪化した場合またはそれが予想された場合もしくはこれらに関する外部

 評価の悪化があった場合等に、当該有価証券等の価格が下落することやその価値がなくなること、または利払いや償還⾦の⽀払いが滞る等の
 債務が不履⾏になること等をいいます。ファンドは、投資先債券の発⾏会社、⽇本国債の発⾏者ならびにゴールドマン・サックス・インターナショナル

 の信⽤リスクを伴い、その影響を受けるので、純資産価額が下落し損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
■ 流動性リスク

 有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に⼗分な需要や供給がない場合や取引規制等により⼗分な流動性の下での取引を
 ⾏えない、または取引が不可能となるリスクのことを流動性リスクといい、ファンドはそのリスクを伴います。例えば、ファンドは流動性がなくなることの

 ある市場に投資することがあるため、ポジションを清算することが不可能になるかまたはそのための費⽤が⾼くなることがあり、その結果、多額の取
 引費⽤が⽣ずる場合があり、純資産価額が下落し損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

その他の留意点
● 投資先債券の価格がターゲット⽔準に達した場合の繰上償還に係る留意事項

ファンドは、運⽤開始⽇から３年が経過した⽇の翌⽇（2023年4⽉1⽇）以降、投資先債券の価格がターゲット⽔準以上となったことにより
ファンドの償還価格が⽶ドル建て投資元本の120％以上となることが期待される場合、投資先債券を売却することで早期償還を⽬指します。
投資先債券の価格がターゲット⽔準に達してから信託期間終了⽇（2030年３⽉29⽇）までの期間が短い場合、早期償還が⾏われない
場合があります。ターゲット⽔準は投資先債券を売却することで早期償還を⽬指す⽔準であり、受益証券１⼝当たり純資産価格が⼀定の
⽔準になることを⽰唆または保証するものではありません。早期償還が⾏われる場合においても、ターゲット⽔準が投資先債券の実際の売却
価格となるわけではありません。投資先債券の実際の売却価格は、ターゲット⽔準を下回ることが予想されます。また、投資先債券の売却等
を⾏う際の市場動向や費⽤負担等により、ファンドの実際の償還価格は、投資先債券の売却価格がターゲット⽔準であった場合における
ファンドの償還価格を下回る場合があります。換⾦（買戻し）⼿数料は、ファンドが早期償還される場合にもかかります。投資先債券の売却
等が速やかに⾏えない場合があるため、投資先債券の価格がターゲット⽔準に達してから早期償還が⾏われるまで⽇数がかかる場合および
早期償還が⾏われることなく満期償還となる場合があります。
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投資リスク
その他の留意点

● 参照戦略に関する留意事項
参照ファンドに帰属するウェイトは、あらかじめ決められたルールに従って運⽤されるアルゴリズムを適⽤することにより、計算代理⼈によりリバランス
されます。参照戦略に埋め込まれたリターンを超えて、リターンを強化するような参照戦略のアクティブ運⽤はありません。市場参加者はしばしば
市場、政治、⾦融またはその他の要素の観点から素早く投資を調整します。アクティブ運⽤商品は、アクティブ運⽤ではない商品よりも、直接
かつ適切に、⽬下の市場、政治、⾦融またはその他の要素に対して潜在的に反応することができます。

● ファンドの受益証券の取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）は適⽤されません。

● 免責条項
参照ファンド、参照ファンドの運⽤会社、それらの関連会社またはそれらのメンバー、マネージャー、パートナー、取締役、役員もしくは従業員
（以下、本項⽬において「対象当事者」といいます。）は、本書の内容の正確性や完全性、本書における表明、またはファンドのパフォーマンス
について、いかなる責任も負わないものとします。対象当事者は、本書および／またはファンドに関して投資者や第三者に⽣じた、いかなる直接
的、間接的、結果的、または他の損失や利益の損失を含む損害についての責任からも免責されます。対象当事者は、ファンドの受益証券に
ついてのマーケティング、勧誘または販売について責任を負うことも関与することもなければ、ファンドの販売に関する法令または規制の遵守に
ついて責任を負うこともなく、さらに、マーケティング、販売、売買に関する対象当事者の商品やサービスについて、意⾒を述べることを許された
第三者もおりません。参照ファンドならびに参照ファンドの運⽤会社および／またはそれらの関連会社が助⾔を⾏う他のいかなるファンドの過去の
パフォーマンスも、ファンドの将来のパフォーマンスを⽰すものではありません。

※当ファンドの購⼊の申込期間は終了しています。
お申込メモ
換⾦（買戻し）単位

1⼝以上1⼝単位、もしくは管理会社が別途定める単位
換⾦（買戻し）価格

関連する買戻⽇における受益証券1⼝当たり純資産価格
 （注）「買戻⽇」とは、毎ファンド営業⽇、または管理会社が随時決定するその他の⽇をいいます。

　「ファンド営業⽇」とは、ルクセンブルグ、ケイマン諸島、ロンドン、ニューヨークおよびダブリンの銀⾏が営業している⽇で、ニューヨークの証券
　取引所が営業している⽇で、かつ⽇本において銀⾏および⾦融商品取引業者が営業している⽇（⼟曜⽇または⽇曜⽇を除きます。）、
　またはファンドに関して管理会社が随時決定するその他の⽇をいいます。

換⾦（買戻し）代⾦
⽇本の投資者に対する買戻代⾦の⽀払いは、国内約定⽇（通常、買戻⽇から１ファンド営業⽇後の翌国内営業⽇）から起算して8国内
営業⽇⽬以降に⾏われます。
（注1）「国内営業⽇」とは、⽇本における販売会社の⽇本における営業⽇をいいます。
（注2）ファンドの早期償還に伴い取り消された換⾦（買戻し）請求については、上記と異なる取扱いとなる場合があります。

換⾦申込不可⽇
国内営業⽇がファンド営業⽇でない場合およびファンドの償還⽇には、換⾦（買戻し）の申込みを⾏うことはできません。

信託期間
ファンドは、2020年3⽉31⽇に運⽤を開始し、原則として2030年3⽉29⽇に終了します。
ただし、「早期償還」により早期に償還されることがあります。「早期償還」については交付⽬論⾒書をご覧ください。

決算⽇
毎年2⽉末⽇

収益分配
原則として分配は⾏わない⽅針です。

課税関係
税法上、ファンドは、公募外国公社債投資信託として取り扱われます。ただし、将来における税務当局の判断によりこれと異なる取扱いが
なされる可能性もあります。
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ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤

〇 購⼊（申込み）⼿数料
ありません。
（ただし、ファンドの発⾏価格の2.00%相当額が、ファンドの信託財産から⽇本における販売会社に⽀払われます。）
■ 投資者は、ファンドの募集時の購⼊時⼿数料については直接負担せず、設定後約10年後の応当する買戻⽇まで、ファンドに対して間接的

に後払いする仕組みとなっています。
■ また、ファンドの発⾏価格の2.00％に相当する⾦額の前払販売報酬はファンドの信託期間にわたり償却されるため、投資者のファンド購⼊

代⾦が当初ファンド投資額となります。
■ 後記「ファンドの管理報酬等」に記載の販売会社報酬に加え、換⾦（買戻し）⼿数料およびファンドの信託期間にわたり償却される前払

販売報酬が、ファンドの募集時における販売募集業務、情報提供、またはその他のこれらに付随する業務の対価となります。

〇 換⾦（買戻し）⼿数料
以下に従って計算される買戻し⼿数料が買い戻される受益証券の買戻代⾦から控除されます。
⽇本の消費税および地⽅消費税は買戻し⼿数料に対してかかりません。
※換⾦（買戻し）⼿数料は、ファンドが早期償還される場合（ファンドの受益証券の発⾏⼝数が10万⼝を下回った場合、および、投資先
　債券の価格がターゲット⽔準以上となった場合において、管理会社がファンドのすべての受益証券を強制的に買い戻すことを決定したことにより
　ファンドが早期償還される場合を含みます。）にもかかります。

＜下記期間中（両端の⽇を含みます。）の買戻⽇における買戻し＞ ＜買戻し⼿数料＞
設定⽇から2021年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の2.0％
2021年4⽉1⽇から2022年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の1.8％
2022年4⽉1⽇から2023年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の1.6％
2023年4⽉1⽇から2024年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の1.4％
2024年4⽉1⽇から2025年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の1.2％
2025年4⽉1⽇から2026年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の1.0％
2026年4⽉1⽇から2027年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の0.8％
2027年4⽉1⽇から2028年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の0.6％
2028年4⽉1⽇から2029年3⽉31⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の0.4％
2029年4⽉1⽇から2030年3⽉28⽇の間 買い戻される受益証券の⼝数にファンドの発⾏価格を乗じた額の0.2％

〇 申込締切時間
買戻請求︓換⾦申込締切⽇（各買戻⽇の1ファンド営業⽇前）の午後3時

〇 信託財産留保額
かかりません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
○ ファンドの管理報酬等

報酬対象額※の年率0.69％（ただし、受託会社報酬の最低報酬額として年間15,000⽶ドル、管理事務代⾏会社報酬と保管会社報酬
の最低報酬額として合計年間15,000ユーロがかかります。）およびその他の費⽤・⼿数料がファンドから⽀払われます。
（※ファンドの発⾏価格に評価⽇時点の発⾏済受益証券⼝数を乗じた額を意味します。）
上記のほか、ファンドの発⾏価格に対し2.00％に相当する⾦額の前払販売報酬が、ファンドの信託期間にわたって償却されます。
管理会社報酬、受託会社報酬、管理会社業務代⾏会社報酬、管理事務代⾏会社報酬、サービス⽀援会社報酬、保管会社報酬、
販売会社報酬および代⾏協会員報酬の各報酬は、設定⽇から投資先債券満期⽇までの期間（以下、「報酬計算期間」といいます。

 なお、報酬計算期間は設定⽇および投資先債券の満期⽇を含みます。）中に⽀払われます。

※当ファンドの購⼊の申込期間は終了しています。
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ファンドの費⽤
投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

〇 投資先債券のパフォーマンスに影響し、間接的にファンドの純資産価額に影響を与える費⽤および控除率
＜控除率＞

参照戦略の収益率を計算する際、年率0.50％の控除率が控除されます。
＜その他＞

参照戦略の収益率を計算する上での基礎となる参照ファンドの⽔準は、アセット・サービシング・コストを控除したものです。また、参照ファンドの
⽔準を算出する際の要素である参照ファンドの純資産価格は、当該参照ファンドにかかるオルタナティブ投資ファンド運⽤者（AIFM）報酬、
投資運⽤報酬、成功報酬その他費⽤を控除して計算されます。これらの詳細につきましては、請求⽬論⾒書をご参照ください。

※ ⼿数料および費⽤等の合計額およびその上限額ならびにこれらの計算⽅法については、ファンドの運⽤状況や受益証券の保有期間等に応じて
異なるため表⽰することができません。

税⾦
＜個⼈のお客さまに適⽤される税制＞

◆ 個⼈のお客さまが⽀払を受けるファンドの分配⾦については、20.315％（所得税15.315％、住⺠税５％）の税率による源泉徴収が⽇本
国内で⾏われます。

◆ 受益証券の換⾦（買戻し）または償還に基づく損益は、個⼈のお客さまについて、換⾦（買戻し）時または償還時に、譲渡所得として課税
され、譲渡益に対して20.315%（所得税15.315％、住⺠税5％）が課せられます。

＜法⼈のお客さまに適⽤される税制＞
◆ 法⼈のお客さまが⽀払を受けるファンドの分配⾦については、所得税のみ15.315%の税率による源泉徴収が⽇本国内で⾏われます。

・ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
・ 税⾦の取扱いの詳細については、税務専⾨家等にご確認されることをお勧めします。

＜ファンドの関係法⼈＞
ファンドの運営上の役割 会社名等
管理会社 ＳＭＢＣ⽇興インベストメント・ファンド・マネジメント・カンパニー・エス・エイ

ファンドの資産の管理・運営ならびに受益証券の発⾏および買戻しを⾏います。
受託会社 CIBCバンク・アンド・トラスト・カンパニー（ケイマン）リミテッド

ファンドの受託業務を⾏います。
保管会社／管理事務代⾏会社 ＳＭＢＣ⽇興ルクセンブルク銀⾏株式会社

ファンドの資産の保管業務および管理事務代⾏業務を⾏います。
管理会社業務代⾏会社 ミレニアム・ファンド・サービシズ・ジャパン株式会社

ファンドの管理会社業務代⾏業務を⾏います。
サービス⽀援会社 三井住友DSアセットマネジメント株式会社

ファンドのサービス⽀援業務を⾏います。
代⾏協会員 ゴールドマン・サックス証券株式会社

⽇本における代⾏協会員業務を⾏います。
⽇本における販売会社 株式会社三井住友銀⾏

受益証券の販売・買戻業務を⾏います。

※当ファンドの購⼊の申込期間は終了しています。
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投資信託に関する留意点
● 投資信託をご購⼊の際は、最新の「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」および⼀体となっている「⽬論⾒書補完書⾯」を必ずご覧くだ
さい。これらは三井住友銀⾏本⽀店等にご⽤意しています。

● 投資信託のご購⼊、換⾦にあたって円貨から外貨または外貨から円貨へ転換の際は、為替⼿数料が「ファンドの費⽤」に記載した各種⼿
数料等とは別にかかります。購⼊時と換⾦時の適⽤為替相場には差があるため、為替相場に変動がない場合でも、換⾦時の円貨額が購
⼊時の円貨額を下回る場合があります。

● 投資信託は、元本保証および利回り保証のいずれもありません。
● 外国投資信託のお取引にあたっては、外国証券取引⼝座の開設が必要です。
● 投資信託は預⾦ではありません。
● 投資信託は預⾦保険の対象ではありません。預⾦保険については窓⼝までお問い合わせください。
● 三井住友銀⾏で取り扱う投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。
● 三井住友銀⾏は販売会社であり、投資信託の設定・運⽤は管理会社が⾏います。

 当資料のご利⽤にあたっての注意事項
● 当資料は、ゴールドマン・サックス証券株式会社等から提供された情報を基に三井住友DSアセットマネジメントが作成した資料であり、⾦融

商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
● 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来に関し述べられた運⽤⽅針・市場⾒通し

も変更されることがあります。当資料はゴールドマン・サックス証券株式会社等および三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が⾼いと判断
した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

● 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
● 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場

環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
● 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関

でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
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